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３．２．２ 海域構造調査  
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(1) 業務の内容  

 

(a) 業務題目  

  2.2.1 沖合構造調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人海洋研究開発機構

地震津波海域観測研究開発センター

同 プレート構造研究グループ 

 

 

研究推進部 地震津波海域観測研究

開発推進課 

研究開発センター

長 

グループリーダー

特任技術研究員 

技術研究員 

調査役・課長代理

事務主任 

事務主任 

事務副主任 

小平 秀一 

 

三浦 誠一 

佐藤 壮 

野 徹雄 

下里 謙二 

網廣 恵 

磯野 真一 

平野 雅樹 

 

(c) 業務の目的 

北海道北西沖～鳥取沖にかけての日本海の沿岸部から大和海盆・日本海盆に至る海域に

おいて、ストリーマーケーブルを用いたマルチチャンネル反射法地震（MCS）探査と海底

地震計（OBS）を用いた地震探査を実施し、日本海の地殻構造・断層の位置と形状を明ら

かにする。 

 

(d) ８か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成２５年度： 

北海道西方沖や北陸～山陰沖における既存地震探査データを収集し、必要に応じて再処

理を実施した。その結果を用いて、地殻変形構造の特徴の概略を把握した。 

 

2) 平成２６年度： 

石川沖から福井沖にかけての海域において、MCS 探査及び OBS による地震探査を実施

し、地殻構造を明らかにした。特に、断層に関連した変形構造、及びそれらと地殻構造の

関係を明らかにし、日本海の地殻形成過程も考慮した震源断層モデルの構築や津波波源モ

デル作成のための基礎資料とした。 

 

3) 平成２７年度： 

福井沖・京都沖～大和海盆の海域において、MCS 探査及び OBS による地震探査を実施

し、地殻構造を明らかにした。特に、断層に関連した変形構造、及びそれらと地殻構造の

関係を明らかにし、日本海の地殻形成過程も考慮した震源断層モデルの構築や津波波源モ

デル作成のための基礎資料とした。 
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4) 平成２８年度： 

兵庫沖から鳥取沖にかけての沿岸部から隠岐堆・大和海盆に至る海域において、MCS

探査と OBS を用いた地震探査を実施した。調査により得られたデータから詳細な地殻構

造イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出した。 

 

5) 平成２９年度： 

1940 年積丹半島地震（MJ7.5）震源域を含む北海道北西沖の沿岸部から武蔵堆・石狩海

盆・武蔵海盆・日本海盆に至る海域において、震源断層モデルや津波波源モデル作成のた

めに MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施した。調査により得られたデータから詳細

な地殻構造イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出した。なお、一部の

測線では海陸統合探査を行い、陸域部から沖合の海域部にかけての地殻全体の構造のデー

タを取得した。 

 

6) 平成３０年度： 

1993 年北海道南西沖地震（MJ7.8）震源域を含む北海道南西沖の沿岸部から日本海盆に

かけての海域において、MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施する。調査により得ら

れたデータから詳細な地殻構造イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出

する。なお、一部の測線は海陸統合探査を予定しており、陸域部から沖合の海域部にかけ

ての地殻全体の構造を構築する。 

 

7) 平成３１年度： 

西津軽沖から新潟沖にかけて「ひずみ集中帯重点的調査観測・研究」で調査未完了とな

った海域及び平成 26 年度～30 年度の調査において調査未完了となって海域について、

MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施する。調査により得られたデータから詳細な地

殻構造イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出する。なお、一部の測線

は海陸統合探査を予定しており、陸域部から沖合の海域部にかけての地殻全体の構造を構

築する。 

 

8) 平成３２年度： 

北海道北西沖から鳥取沖にかけての日本海の地殻構造、断層・褶曲等の地殻変形構造の

形態、及びその分布をまとめ、その結果を津波波源モデル、震源断層モデル構築のための

基礎資料の一部として提供する。 

 

(e) 平成２９年度業務目的 

1940 年積丹半島地震（MJ7.5）震源域を含む北海道北西沖の沿岸部から武蔵堆・石狩海

盆・武蔵海盆・日本海盆に至る海域において、MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施

した。調査により得られたデータから詳細な地殻構造イメージングを行い、断層・褶曲等

の地殻変形構造を抽出した。なお、一部の測線は海陸統合探査を予定しており、陸域部か

ら沖合の海域部にかけての地殻全体の構造を構築する。 
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(2) 平成２９年度の成果  

(a) 業務の要約 

平成 29 年度は、北海道北西沖～日本海盆の海域で、国立研究開発法人海洋研究開発機

構（JAMSTEC）の海底広域研究船「かいめい」を用いて、震源断層モデルや津波波源モ

デル作成のために MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施した（図 1）。調査海域は、

1940 年積丹半島沖地震（MJ7.5）が発生した震源域 1),2) 付近に位置し、過去約 90 年間の

定常的な地震活動が奥尻海嶺周辺や石狩海盆周辺を中心に活発である 3)。また、沿岸域か

ら奥尻海嶺において、海嶺や海盆の縁辺に沿って、南北走向または北東南西走向の活断層

が推定されている 4),5)。したがって、北海道北西沖の地殻構造の詳細を明らかにすること

は地殻構造と地震活動や活構造の分布との関係性を理解する上で、重要なデータとなる。 

 

(b) 業務の実施方法 

調査は、2017 年 6 月 22 日～7 月 11 日までの期間、5 測線（SJ1705・SJ1706・SJ1707・

SJ1708・SJ17IS）で MCS 探査を実施し、そのうちの 2 測線（SJ1707・SJ17IS）で OBS

を用いた地震探査を行った（図 2）。調査海域はエビ・イカ・タコなど様々な漁業が行わ

れており、調査期間中も漁船の操業や漁具の展開など漁業活動が実施されていたので、そ

れらの動向を把握し、干渉しないよう配慮しながら実施した（図 3）。その影響の 1 つと

して、SJ17IS の MCS 探査については、調査時の漁業活動との兼ね合いや調査日程の問題

により、石狩湾内で実施できなかった。また、MCS 探査は、曳航したストリーマーケーブ

ル長に応じて、図 1 に示した SJ1705・SJ1706・SJ1707・SJ1708 の白線の範囲を「沖合

構造調査」、図 1 の SJ1705・SJ1706・SJ1707・SJ17IS の黒線の範囲を「沿岸海域およ

び海陸統合構造調査」として実施した。一方、OBS を用いた地震探査は、SJ1707 を「沖

合構造調査」、SJ17IS を「沿岸海域および海陸統合構造調査」として行った。SJ1707 に

OBS41 台（OBS01~41）、SJ17IS に OBS20 台（OBS101~120）を用いたが、SJ1707 の

OBS30 と SJ17IS の OBS104 は同一の OBS であるため、使用した OBS は 60 台である。 

データ取得では「かいめい」に搭載されている地震探査システムを用いた。震源は Bolt 

Long Life Air Gun で構成された tuned airgun array を用いた（図 2）。震源に関する主

な仕様は、Gun controller に SEAMAP GUN LINK 2500 を用い、エアガンアレイの曳航

深度が 10 m、エアガン動作圧力が 2,000 psi（約 13.8 MPa）である。MCS 探査時の発震

間隔は 50 m である。「沖合構造調査」として実施した測線（図 1）におけるエアガンの

総容量は最大 5,300 cu.in. （22 air guns）で行った。MCS 探査用の受振ケーブルは、HTI 

SSCT Solid Streamer を用いた（図 2）。ストリーマーケーブルに関する主な仕様は、チャ

ンネル間隔が 3.125 m で、本調査におけるストリーマーケーブルの曳航深度は、深度調整

装置（ION DigiCOURSE streamer depth controllers）を用いて海面下 12 m で制御した。

今回使用した「かいめい」は 4 つのストリーマーケーブルウィンチを搭載しているので、

ケーブル長を調査航海内で海上にて変更することが可能なことである。漁業活動等の調査

海域の状況で曳航するケーブル長の制約を受ける場合、調査航海の中でケーブル長を短く

曳航した調査を実施することも可能である。本調査においては、「沖合構造調査」として

実施した測線では 6 km 弱のストリーマーケーブル長を標準にし、「沿岸海域および海陸

統合構造調査」として実施した測線では 3 km または 300 m といった短いストリーマーケ
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ーブル長で実施した。「沖合構造調査」として実施した測線（図 1 下図）におけるチャン

ネル数は、SJ1705 が 1848 チャンネル、SJ1706 と SJ1707 と SJ1708 が 1872 チャンネル

である。「沿岸海域および海陸統合構造調査」として実施した測線（図 1 下図）における

チャンネル数は、SJ1705 と SJ1706 と SJ1707 が 960 チャンネルで、SJ17IS が 96 チャ

ンネルである。探鉱機は HTI NTRS2 Recording System を用い、本調査のデータはサン

プリング間隔 2 ms、「沖合構造調査」として実施した測線（図 1）での記録長 14 秒で収録

し、「沿岸海域および海陸統合構造調査」として実施した測線は記録長を 16秒で収録した。

測位制御システムは ORCA を用いて、探査時の位置情報は UKOOA P1/90・UKOOA P2/91

フォーマットでアスキーデータとして出力した。 

他方、OBS を用いた地震探査では、漁業活動による制約のため、タイプが異なる 3 種類

の OBS を使用した。1 つ目のタイプは、固有周波数 4.5 Hz、鉛直動 1 成分、水平動 2 成

分、ハイドロフォン 1 成分を装備したジンバル機構付き速度型の OBS 6) であり、SJ1707

に 40 台（OBS01~33、35~41）、及び SJ17IS15 台（OBS101~115）を用いた（図 1 上図、

図 4(a)・(b)）。そのうち、水深 200 m～500 m に設置した OBS（OBS39～41、113～115）

については、OBS のアンカーを通常の OBS 6) アンカーとは異なる円形のものを使用した

（図 1上図、図 4(b)）。2つ目のタイプは、上述の OBSと異なるタイプの固有周波数 4.5 Hz、

鉛直動 1 成分、水平動 2 成分、ハイドロフォン 1 成分を装備したジンバル機構付き速度型

の OBS 7),8) である（図 1 上図、図 4(c)）。このタイプの OBS は SJ17IS の水深 100 m 以

浅（OBS116~120）に設置した。本探査では、このタイプの OBS は、探査終了後 OBS 本

体だけでなくアンカーも回収するために、OBS 本体とアンカーをロープにて接続して用い

た。本探査において、OBS本体とアンカーを回収した。3 つ目のタイプは固有周波数 15 Hz、

鉛直動 1 成分、水平動 2 成分、ハイドロフォン 1 成分を装備したジンバル機構付き速度型

の OBN（Ocean Bottom Node）9),10) を用いた（図 4(d)）。この OBN は、ブイ、おもり、

OBN をロープで連結しており、エアガン発震後にすべて回収した。OBN は SJ1707 の

OBS34 に 200 m 間隔に 10 台設置し、このうち 1 台を OBS34 のデータとして解析に用い

た。上述の 3 種類の OBS を SJ1707 上の海盆域では約 6 km 間隔（OBS01～08）、日本

海盆縁辺部から石狩海盆においては約 5～5.6 km 間隔（OBS09～34）、沿岸部では約 4.5 

km 間隔（OBS35～41）で設置した（図 1 上図）。一方、SJ17IS 上では OBS を約 5 km 間

隔（OBS101～120）で設置した（図 1 上図）。OBS を用いた地震探査時のエアガンの発震

間隔は、SJ1707 が 200 m、SJ17IS が 100 m である。 
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図 1 ［上図］平成 29 年度に実施した地震探査測線（赤線）。丸印が OBS 設置点（黄色：

図 4(a) タイプ、黒色：図 4(b) タイプ、緑色：図 4(c) タイプ、白色：図 4(d)）。SJ1707

の OBS（1～41）は「沖合構造調査」として、SJ17IS の OBS（101～120）は「沿岸海

域および海陸統合構造調査」として行った。［下図］MCS 探査の測線図。白線が「沖

合構造調査」として実施した測線、黒線が「沿岸海域および海陸統合構造調査」として

行った。星印が 1940 年積丹半島沖地震（MJ7.5）の本震の位置 3)、●が 1923 年～2016

年の気象庁による震源分布（M ≧ 1.0、深さ≦ 50 km）3)。●が 2008 年に北海道大学
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が行った海底地震観測による震源分布 11)。橙線が岡村（2013）による海底活断層 4)。 

 

 

 

図 2 本報告で使用した海底広域研究船「かいめい」の地震探査システムの概要。 
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図 3 調査実施時期における北海道北西沖の漁業活動。(a)「かいめい」船橋に広げていた

海図 12) に書き込まれている漁業活動の例。事前・調査実施中に入手した漁業情報やワ

ッチで確認された漁具・漁船を書き込んでいる。特に、エビ・イカ・タコ・ホッケ・ナ

マコ等多くの漁業活動がある状況であった。(b) 漁業情報サービスセンター「エビスく

ん」13) による人工衛星からの観測で得られたイカ釣り漁船の漁火と見られるプロット

（丸印：2017/7/4～6）。(c)「かいめい」船橋のモニターにプロットした石狩湾内の漁

具やイカ釣り漁船（青印・橙印）。 
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図 4 本調査で使用した OBSのタイプ。(a) 多くの観測点で用いたタイプ（図 1の黄丸印）。

(b) 底曳き漁に考慮するために、角張った部分をとり、できるだけ丸形にしたアンカー

を用いたタイプ（図 1 の黒丸印）。(c) アンカーと OBS 本体をロープでつなげて、OBS

を引き揚げた後、ロープを巻き取ってアンカーを回収するタイプ（図 1 の緑丸印）。ロ

ープの長さの都合により、水深 100 m 以浅の観測点のみに用いた。(d) 1 観測点のみで

使用した OBN（Ocean Bottom Node）タイプ（図 1 の白丸印）。 

 

 

(c) 業務の成果 

1) マルチチャンネル反射法地震探査（沖合構造調査） 

本探査では、堆積層や基盤形状だけではなく、モホ面までの地殻構造全体を可能な限り

イメージングでき、各年度の結果を可能な限り同等に比較できるようにするために、スト

リーマーケーブルやエアガンの曳航深度は昨年度と同様のデータ取得仕様で実施した。今

回使用した「かいめい」に搭載されている反射法地震探査システムは、多くの反射法地震

探査と比較すると、受振点間隔が狭いため、空間エイリアシングが相対的に抑制され、空

間方向の波形処理は非常に効果的に作用することが期待される。その点を考慮しながら、

調査測線の探査終了後、多重反射抑制処理等のノイズ抑制処理を重点的に検討して、標準

的なデータ解析 14) を行った。 

「沖合構造調査」として実施した測線（図 1）である SJ1705・SJ1706・SJ1707・SJ1708

の現段階の暫定的な解析結果（時間マイグレーション断面）の一例を図 5 と 6 に示す。得
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られた結果の概略を以下に記す。 

測線の西側には日本海盆が位置している。調査海域の中で水深が最も深く、3,000 m を

超える。海底面は平坦であり、堆積層の層厚は 4 測線とも大きな差がなく、往復走時（TWT）

最大 1.5 秒程度である。一方、基盤形状は北側の SJ1705 と SJ1706 で比較的起伏に富み、

南側の SJ1707 と SJ1708 は相対的に平坦である。また、基盤下のイメージは、モホ面と

見られる反射面が SJ1708 で TWT8～9 秒に明瞭にイメージされ、SJ1706 でも同様な反射

面が確認できる。しかし、SJ1705 と SJ1707 ではイメージされない。この違いが、モホ

面を境とした上盤側または下盤側の構造上の影響かデータ処理上の問題かを現時点で確

定できていないので、今後検討を進める。 

日本海盆の東側には奥尻海嶺（図 5・6 の OR）が形成されている。北側の SJ1705 と

SJ1706 は海洋海山を横切っているため、南側の SJ1707 や SJ1708 と比較すると、比高が

高い。基盤形状や堆積層のイメージから、奥尻海嶺の西縁に東傾斜の逆断層の作用が示唆

させる結果になっているが、SJ1707 については短波長の複数の背斜がイメージされてい

る。活構造か否については今後検討を進めるが、地震活動（図 1）と比較すると活構造で

ある可能性が高い。 

奥尻海嶺から石狩海盆にかけての領域は、後志海丘群や積丹海丘群を横切っており、横

切っている海丘のいくつかについて、堆積層や基盤形状のイメージから逆断層を伴った非

対称な背斜による凸状の構造であるとみられる（図 5・6 の赤矢印）。これらの逆断層につ

いても活構造か否かの検討は今後の課題であるが、多くの断層は既存研究で推定されてい

る海底活断層や震源断層モデルに対応している 2),3)。また、石狩海盆の西側に接している

神威海嶺（図 5・6 の KR）は、西傾斜の逆断層が伴って形成された非対称な背斜としてイ

メージされている。奥尻海嶺から西側のイメージでは、基盤下にモホ面等の深部反射面は

現時点での処理結果からは確認できない。 
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図 5 「沖合構造調査」として実施した MCS 探査の暫定的な解析結果による時間マイグ

レーション断面。上図が SJ1705、下図が SJ1706 の結果である。10000 CMP（Commom 

Mid Point）＝15.625 km。OR：奥尻海嶺、NSK：北積丹海丘、JB：日本海盆、KR：

神威海嶺、IB：石狩海盆、TT：天売トラフ。赤矢印が背斜の位置を示す。 
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図 6 「沖合構造調査」として実施した MCS 探査の暫定的な解析結果による時間マイグ

レーション断面。上図が SJ1707、下図が SJ1708 の結果である。10000 CMP＝15.625 

km。OR：奥尻海嶺、KK：神威海丘、JB：日本海盆、KR：神威海嶺、IB：石狩海盆、

KT：神威トラフ、SK：後志海丘。赤矢印が背斜の位置を示す。 

 

2) 海底地震計を用いた地震探査（沖合構造調査） 

沖合構造調査として実施した OBS を用いた地震探査では、SJ1707 上の地震波速度構造

イメージを求めるために、以下の解析を行った。OBS は船上から自由落下にて海底に設置

するため、OBS の着底位置が不明である。そこで、「かいめい」搭載の Super Short Baseline

（SSBL）音響測位システムのデータを初期値として、OBS 近傍（震央距離 3 km 以内）

のエアガン発震に関する水中直達波の走時データを最小二乗法により OBS の着底設置を
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求めた。しかしながら、OBS 直上にてエアガン発震を行っていない OBS41 及び SJ1707

と SJ17IS の交点に設置した OBS30 については、船と OBS 間の音響通信による測距のデ

ータをグリッドサーチによって OBS の着底設置を求めた。 

着底位置を求めた後の OBSデータの例として、SJ1707上の奥尻海嶺に設置した OBS13、

石狩海盆に設置した OBS38 を図 7 に示す。  

 

 

 

図 7 奥尻海嶺に設置した OBS13（上）、石狩海盆に設置した OBS38（下）の OBS デー

タ。横軸は OBS からの震央距離、縦軸は 8 km/s で補正した走時を示す。黒、赤、緑矢

印は、地殻内を通過した屈折波（Pg）、最上部マントルを通過した屈折波（Pn）、モホ面

からの反射波（PmP）をそれぞれ示している。 

 

 

図 7 に示した SJ1707 上の奥尻海嶺、石狩海盆に設置した OBS のデータでは、堆積層

や地殻内を通過した屈折波（Pg）だけでなく、地殻とマントルの境界面であるモホ面から

の反射波（PmP）や最上部マントルを通過した屈折波（Pn）も確認できる。奥尻海嶺に設

置したOBS13の西側の初動は測線の西端、東側の初動は震央距離約 90 kmまで確認でき、

震央距離約 40 km からは海底地形に対応するように変化に富んでいる（図 7 上図）。この

OBS の西側では、震央距離約 30 km から PmP、震央距離約 40 km からは Pn、が確認で
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きる。東側では、震央距離約 40 km から PmP と思われるやや振幅の強い相が確認できる

が、Pn については確認できていない。石狩海盆に設置した OBS38 では、西側の初動は海

底地形に対応するように変化に富み、震央距離約 130 km まで追跡が可能である（図 7 下

図）。震央距離約 90 km からは PmP と思われるやや振幅の強い相が確認でき、震央距離

約 110 km から振幅が弱い Pn と考えられる相が確認できる。（図 7 下図）。 

次に、SJ1707 に設置した OBS の初動走時及びモホ面からの反射波（PmP）、SJ17IS

に設置した OBS の初動走時を読み取り、読み取った走時を用いて、トモグラフィックイ

ンバージョン 15) を行った。トモグラフィックインバージョン実施時の初期モデルは以前

に日本海盆南縁部～沿岸部で行われた地震探査で得られている地震波速度構造 16) を参考

にし、堆積層と基盤の形状のみ前述の MCS 探査の結果を組み込んで作成した。 

暫定的に得られた SJ1707 の P 波速度構造イメージを図 8 に示す。日本海盆域から奥尻

海嶺、神威海丘、石狩海盆にいくにしたがい、地殻は厚くなっている。特に奥尻海嶺から

神威海丘の間で、地殻の厚さ変化が大きい。地域ごとにみていくと、日本海盆域では、地

殻が測線内で一番薄く、P 波速度分布や地殻の厚さは海洋性地殻 17),18) に類似している。

奥尻海嶺では、地殻は日本海盆域に比べて厚くなっているが、P 波速度分布は海盆域に類

似している。既存の MCS 探査、潜航調査の結果や地質構造より、奥尻海嶺北部では海洋

性地殻 19),20) の存在が推測されており、本探査で得られている奥尻海嶺下の地殻構造の特

徴と調和的である。奥尻海嶺と神威海丘間（x:80-110 km）にある海底地形の平坦面の領

域では、P 波速度分布は海盆域や奥尻海嶺の分布と類似しているようにみえる。しかしな

がら、この平坦面の領域より陸側の神威海丘の P 波速度分布は、海盆域、奥尻海嶺の速度

分布とは異なり、朝鮮半島の大陸性上部地殻に対応する P 波速度 5.4～6.2 km/s の部分 21)

が厚く分布している。神威海丘から石狩海盆にかけての領域では、速度分布は大きく変化

し、特に海面下深さ約 15 km 程度までの速度分布は不均質に富んでいる。これらの領域の

地殻の厚さは約 20 km 以上と推測されることより、大陸地殻の特徴を持っていることが示

唆される。この領域内において MCS 探査で確認できている圧縮変形を示す部分では、深

さ約 10 km までの速度分布が周りに比べて変化しているように見える。 

 

 

 

図 8 OBS データで得られた日本海盆から奥尻海嶺、神威海丘、神威海嶺、石狩海盆、北

海道北西沖沿岸部に至る SJ1707 の暫定的な P 波速度構造イメージ。 
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3) マルチチャンネル反射法地震探査（沿岸海域および海陸統合構造調査） 

沿岸海域および海陸統合構造調査においても、反射法地震探査のデータ処理方法は

「1) 沖合構造調査」と同じである。ただし、SJ17IS は、ケーブル長が 300 m である

ため、速度解析や多重反射抑制処理などの空間方向の波形処理の精度は大きく落ちる。 

「沿岸海域および海陸統合構造調査」として実施した測線（図 1）である SJ1705・

SJ1706・SJ1707・SJ17IS の現段階の暫定的な解析結果（時間マイグレーション断面）

の一例を図 9 と 10 に示す。得られた結果の概略を以下に記す。 

実施した測線は、石狩海盆と天売トラフを横切っている。堆積層は TWT 最大 1.5

秒程度に達するが、基盤形状に応じて、堆積層の層厚が変化し、褶曲した構造も確認

できる（図 9・10 の赤矢印）。また、4 測線の中では、SJ1706 付近の地震活動が相対

的に顕著に認められる（図 1）が、他の測線と比較して特に堆積層内の変形が顕著に

発達しているようには見えない。一方、海陸統合探査測線でもある SJ17IS は図 5・6

と同様に、石狩海盆の東側に接している神威海嶺が西傾斜の逆断層を伴って形成され

た非対称な背斜としてイメージされている。SJ17IS における石狩海盆の基盤面はケー

ブル長の影響により、多重反射抑制処理が十分に効果的に作用せず、確認できない。 

 

 

 
図 9 「沿岸海域および海陸統合構造調査」として実施した MCS 探査の暫定的な解析結

果による時間マイグレーション断面。上図が SJ1705、下図が SJ1706 の結果である。

10000 CMP＝15.625 km。NSK：北積丹海丘、IB：石狩海盆、TT：天売トラフ。赤矢

印が背斜の位置を示す。 



 

 124

 
図 10 「沿岸海域および海陸統合構造調査」として実施した MCS 探査の暫定的な解析結

果による時間マイグレーション断面。上図が SJ1707、下図が SJ17IS の結果である。

10000 CMP＝15.625 km。IB：石狩海盆、KR：神威海嶺。赤矢印が背斜の位置を示す。 

 

 

4) 海底地震計を用いた地震探査（沿岸海域および海陸統合構造調査） 

SJ17IS上の地震波速度構造イメージに関しても、SJ1707と同様な方法で解析を行った。

はじめに、SJ17IS に設置した OBS の着底位置を求めた。水深 100 m 以浅に設置した

OBS116～120、及び 2 測線間の交点 OBS104 は、「かいめい」と OBS 間の音響通信によ

る測距データを、グリッドサーチ（OBS104、116～118）及び最小二乗法（OBS119、120）

により着底位置を求めた。上記以外の OBS については、「かいめい」搭載の Super Short 

Baseline（SSBL）音響測位システムのデータを初期値として、OBS 近傍（震央距離 3 km

以内）のエアガン発震に関する水中直達波の走時データを用い、最小二乗法により OBS

の着底設置を求めた。 

着底位置を求めた後の OBS データの例として、SJ17IS 上の神威海嶺付近に設置した

OBS102、及び石狩湾に設置した OBS117 のデータを図 11 に示す。  
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図 11 神威海嶺付近に設置した OBS102（上）、石狩湾に設置した OBS117（下）の

OBSデータ。横軸は OBSからの震央距離、縦軸は 8 km/sで補正した走時を示す。

黒、青矢印は、地殻内を通過した屈折波（Pg）、地殻内の反射面からの反射波と考

えられる波をそれぞれ示している。 
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図 11 に示した SJ17IS 上の神威海嶺付近、石狩湾に設置した OBS のデータでは、堆積

層や地殻内を通過した屈折波（Pg）は確認できるが、PmP や Pn について確認することが

できない。石狩湾に設置した OBS117 では、震央距離約 40 km から地殻内の反射面から

の反射波と考えられる波が確認できる（図 11 下図）。このような波は OBS116~120 でも確

認できる。 

暫定的に得られた SJ17IS の P 波速度構造イメージを図 12 に示す。測線長が短く、波

線が地殻深部まで到達していないため、深さ約 10 km 以深についてはよく求まっていない。

求まっている深さ約 10 km 以浅の地殻構造の特徴をみると、石狩海盆内の堆積層は厚く、

基盤直下の P 波速度は周りに比べて遅い。また地殻浅部の速度は不均質に分布している。 

 

 

図 12 OBS データで得られた神威海嶺から石狩海盆、石狩湾に至る SJ17IS の暫定的な P

波速度構造イメージ。 

 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

・調査海域は漁業活動が非常に活発であったため、使用した海底広域研究船「かいめい」

の特長を生かし、「沖合構造調査」と「沿岸海域および海陸統合構造調査」で MCS のス

トリーマーケーブルの長さを調整しながら調査を行い、また OBS のタイプを使い分けな

がら調査を実施した。 

・MCS 探査の結果、奥尻海嶺より東側では、堆積層や基盤形状のイメージから逆断層を伴

った非対称な背斜がイメージされた。これらの逆断層についても活構造か否かの検討は今

後の課題であるが、多くの断層は地震活動や既存研究で推定されている海底活断層や震源

断層モデルに対応している。 

・日本海盆の MCS 探査の結果においては、モホ面のイメージの明瞭さが測線によって大
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きく異なっている。 

・今後、調査海域の海底活断層の把握や震源断層モデルの構築へ向けて、MCS データの解

析をさらに進展させて、イメージングの最適化を進める。 

・OBS を用いた地震探査の結果、地殻は日本海盆域から奥尻海嶺、神威海丘、石狩海盆に

いくにしたがい厚くなり、特に奥尻海嶺から神威海丘の間では厚さの変化が大きいことが

分かった。日本海盆域は海洋地殻的な構造で、神威海丘より東側では大陸地殻に近い構造

を示している。 

・今後、OBS を用いた地震探査データについて、初動走時だけでなく、モホ面から反射し

た PmP の走時も加えて走時トモグラフィックインバージョン等を行い、より詳細な速度

構造イメージを求める。特に SJ17IS に関しては、今後陸上の探査データを統合した解析

を行い、石狩海盆～石狩湾～陸域の速度構造イメージを求める。 
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